
 

 

 

 

 

 



－1－ 

○事務局（植田） それでは皆様、大変お待たせいたしました。時間を若干過ぎてしまいまし
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 それぞれの各地域での協議会といいますか、県、市等の方にも入っていただいて、その中で

案件、いわゆる指導する案件の選定をいたします。そこから選定された以降にまさに専門家に

よる指導が開始されます。 

 それと２点目の投資ミッションでございますが、ご紹介がありましたとおり華南、中国の南

と、それとベトナムの中部にありますダナンにまで一部陸路をたどるような形で視察ミッショ

ンを派遣しております。これは通常の投資ミッションは現在ですと日本サイド、日本から送り



－5－ 
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とは中古車の販売の関係です。 

 その他ありましたのが、鉛を抜くんだけれども、蓄電池を中国に輸出したい。中国サイドで

は完全に輸入禁止品目に鉛を抜いてもなっておりますのでそれは輸出できませんよという形で

ご説明しております。 



－9－ 

は不十分ではないだろうかと専門家の視点として思うような国に対して何か追加のアドバイス

をするようなことはあるのかどうかというのが２点目です。 
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ども、ある意味公害を規制するためのルールというものが存在をしていなかった。ルール不在







－16－ 

るわけでございますので、環境規制法にしろ環境影響評価制度にしろ、導入するのは割とたや

すくできるわけです。しかし、その実効性の担保というんでしょうか、執行の確保が伴わない

のがフィリピンに代表される多くの途上国の実情であろうと思います。 

 例えばベトナムは昨年、環境保護法を改正し、そこではもう戦略的環境アセスメント制度ま

で実際に導入しているわけです。ただ、これがどれだけ実効性を持つのか、そのあたりがベト

ナムにとっても問題であろうと思います。 

 さて、ここからは国際的な枠組み、例えば私どもジェトロが貿易・投資促進事業にかかわる

場合において踏まえるべき国際的議論の動向、条約や協定といった国際的なルールの現状につ
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 第２の方法はＦＴＡに関する環境影響評価制度の導入です。これは米国、カナダ、ＥＵが

既に取り組んでおりますし、日本政府も環境省がどういうふうな形でＦＴＡの環境影響を評価

するかに関し報告書を出しております。 
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えばアドバイザリー業務であれば、日本企業はジェトロからアドバイスを得たとし擻
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いうことをやっているんです。ＯＥＣＤは既にＥＣＡに対しては環境コモンアプローチをやり、

ここにあるように多国籍企業ガイドラインもあり、なおかつ投資の場合の環境社会配慮という

ことでいろいろなものをたくさんつくっているんです。いろいろなものをたくさんつくるもの

ですから混乱してくるので、だんだん収れんさせていこうという方向になっていて、そのとき

の収れんの仕方のかぎになるのがソーシャルの概念でして、一言で言うと企業のＣＳＲ的な形

でＣＳＲを広目にとる。要するに、何があっても我々の商業活動に影響が出るものは全部ソー

シャルと見るのか、あるいは政府関連機関のＥＣＡ的なソーシャル、今ガイドは世界銀行の３

つに限るという報告が来ていますが、世界銀行、ＥＣＡ的な政府関連の融資者としての定義に

絞るのかということで、どっちにするかということをまず態度を決めて、それが収れんさせる

方向になっていくんですね。 
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はなくて民間の経済団体ですとかあるいは政府、国際機関がどういう考えで動いているかとい

うのを簡単にまとめさせていただきました。 

 まず、ＣＳＲが何かというところでございますけれども、一つ欧州委員会のホワイトペーパ

ーの文書をそのまま引用させていただいております。 
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いきたいと考えております。 
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最終的な投資なら投資の最終決定採否、これについてはすべて企業者側の方にありますという

ことがございます。ですから、逆の言い方をしますとどこまでうちの組織として個別の案件に

ついてタッチできるかというとやはり限界があるのではないかと思います。 

 例えば情報公開一つにしても、投資の案件そのものはかなり企業の命運を左右するような情
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別にその場で教えてあげるというのを非常にきょうまでの議論でジェトロさんが期待されてい

る一つの役割かなということですね。そういうものを少しＣＳＲ的におまとめいただければい

いなと。 

 個別にうまく落としてできるのかなと思っていたので、そこはやはりグループ化するよりも

っと、抽象的にならざるを得ないのかなと思っていました。もう一つ大事なのが、きょう藤崎

さんからお話があったように、ジェトロさんの中の持っているデータとか情報をいかに貿易・

投資のグループにシェアしていただくかということで、実はいろいろな形でアセットといいま

すか、グリーンエイドプランのギャップのように本当はいろいろとあると思うんです。そうい

うのをうまく動員するような形が組織内で行われれば。それに対するＣＳＲ的な規範をまとめ

れば、うまく動くのかなとか。個人的には早く案件形成の方を、要するに国際約束のないジェ
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してはもう質問されたこと以外答えるとほかはうるさいと言われますから怒られます。お客様

が本当に欲しい、ジェトロを頼ってきたときに差し上げる情報、これはもう言われた情報以外

は言う必要はございませんので、逆に言うと怒られますので。むしろ例えばジェトロがある特

定の企業さんを先ほどビデオであったような能動的に企業をお助けする場合、これはまじめに

一生懸命やらなくてはいけないという部分はあると思うんです。 
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